
 

 

平成 22 年 12 月 22 日 

各 位 

会 社 名  SBI ネットシステムズ株式会社 

代 表 者 名  代表取締役社長 内山 昌秋 

（コード番号 2355 東証マザーズ） 

問 い合 せ先  経 営 企 画 部 長 前田 真嗣 

電 話 番 号  03-5206-3081（代表） 

    

((((訂正訂正訂正訂正))))    「「「「平成平成平成平成 18181818 年年年年 3333 月期月期月期月期    中間決算短信中間決算短信中間決算短信中間決算短信((((連結連結連結連結))))」」」」のののの一部訂正一部訂正一部訂正一部訂正についてについてについてについて    

 

当社は、平成 22 年 12 月 10 日付「外部調査委員会調査報告書の受領に関するお知らせ」において、過

年度決算訂正につきまして、確定次第速やかに開示する旨、お知らせいたしました。 

このたび、その具体的な訂正内容が確定いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

なお、訂正箇所が多岐にわたっており正誤表による形式では分かりづらくなることから、訂正前と訂正後の

全文をそれぞれ添付し、訂正箇所には下線  を付して表示しております。 

 

記 

1． 訂正の経緯 

平成 22 年 7 月 28 日付「当社の前身である旧株式会社シーフォーテクノロジーにおける会計処理に関

する調査委員会の設置について」及び平成 22 年 12 月 10 日付「外部調査委員会調査報告書の受領に

関するお知らせ」をご参照ください。 

 

2． 訂正を行う決算短信の概要 

決算期  平成 18 年 3 月期 中間 

公表日  平成 17 年 11 月 15 日 

以 上 
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平成 18 年３月期       中間決算短信（連結）          平成 17 年 11 月 15 日 
 
上場会社名 株式会社シーフォーテクノロジー             上場取引所 東京証券取引所（東証マザーズ） 
コード番号 ２３５５                                        本社所在都道府県 東京都 
（URL http://c4t.jp/） 
代  表  者 役職名 代表取締役社長 氏名 三 住 光 男                    TEL （03）5447－2551 
問合せ先責任者 役職名 経営企画室室長 氏名 谷 口   稔                             
決算取締役会開催日 平成 17 年 11 月 15 日  
親会社等の名称  

株式会社フォーカスシステムズ（コード番号：4662） 
 

親会社等における当社の議決権所有比率 33.9％
米国会計基準採用の有無  無 
 
1. 平成 17 年 9 月中間期の連結業績（平成 17 年 4 月 1 日～平成 17 年 9 月 30 日） 
（1）連結経営成績                                          （注）百万円未満切捨 

 売上高 営業利益 経常利益 
 百万円 % 百万円 % 百万円 % 

17年 9月中間期 676  －   △61   －   △76  －   
16年 9月中間期 － －  －  －   －  －   
17 年 3 月期 － －  －  －  －  －  

 
 

中間（当期）純利益 1 株当たり中間(当期)純利益 潜在株式調整後 1 株当たり 
中間（当期）純利益 

 百万円 % 円 銭 円 銭 
17年 9月中間期 △77  －   △1,365  14   －     －   
16年 9月中間期 －  －  －  －  －  －  
17 年 3 月期 －  －  －  －  －  －  
(注) ①持分法投資損益 17 年 9 月中間期 △22 百万円 16年9月中間期 －百万円 17 年３月期 －百万円 
 ②期中平均株式数 17 年 9 月中間期 56,700 株 16年9月中間期  －株 17 年３月期 －株 
 ③会計処理の方法の変更 無 
 ④当中間期より連結財務諸表を作成しているため、当中間期の数値のみを記載しております。 

（2）連結財政状態 
 総資産 株主資本 株主資本比率 1 株当たり株主資本 

  百万円  百万円 % 円 銭 
17 年 9 月中間期 5,205 1,476 28.4 26,030 46 
16 年 9 月中間期 － － － － － 
17 年 3 月期 － － － － － 
(注) ①期末発行済株式数（連結） 17 年 9 月中間期 56,714 株 16 年 9 月中間期 －株 17 年 3 月期 －株 
 ②当中間期より連結財務諸表を作成しているため、当中間期の数値のみを記載しております。 

（3）連結キャッシュ・フローの状況 
 営業活動による  

キャッシュ・フロー 
投資活動による  

キャッシュ・フロー 
財務活動による  

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 
  百万円  百万円  百万円  百万円 

17 年 9 月中間期 △136 △110 2,872 3,050 
16 年 9 月中間期 － － － － 
17 年 3 月期 － － － － 
(注) 当中間期より連結財務諸表を作成しているため、当中間期の数値のみを記載しております。 

（4）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数 1 社  持分法適用非連結子会社数 －社  持分法適用関連会社数 2 社 
（5）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結（新規） 1 社  （除外） ―社  持分法（新規） 2 社  （除外）1 社 
 
2. 平成 18 年 3 月期の連結業績予想（平成 17 年 4 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日） 

 売上高 経常利益 当期純利益 
  百万円  百万円  百万円 

通 期 1,525 0 0 
(参考) 1 株当たり予想当期純利益（通期）0 円 00 銭  
(注) 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本

資料発表日現在における仮定を前提としております。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果とな

る可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等につきましては、添

付資料の 11 ページをご参照下さい。 
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１．企業集団の状況 
当社グループは、当社、その他の関係会社である株式会社フォーカスシステムズ、連結子会社であ

る株式会社セーフリード（100%）、持分法適用関連会社である株式会社カネット（48.3％）(注 1)及び

ネクスト・イット株式会社（20.0%）により構成されており(注 2)、情報セキュリティ事業を展開して

おります。当社の情報セキュリティ事業においては、当社が独自に自社開発した暗号技術、秘密分散

技術、電子透かし技術、ニューラル・ネットワーク技術を基礎とした事業を展開しております。 

当社は、株式会社フォーカスシステムズ及びネクスト・イット株式会社に対して、「C4」暗号技術

等の供与によるライセンスの許諾、情報セキュリティ製品の販売及び情報セキュリティに関する受託

開発を行っております。株式会社セーフリードは、当社情報セキュリティ製品の販売子会社でありま

す。また、株式会社フォーカスシステムズに対して、保守メンテナンス業務等の外注を行っておりま

す。さらに、必要に応じて株式会社カネットとの間で、「C4」暗号技術を利用した製品の共同開発及

びネットワークシステム構築の外注を行っております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (注 1) これまで当社の持分法適用関連会社でありました株式会社カネットにつきましては、当社で保有

しておりました同社株式を平成 17 年 10 月 12 日に全株売却しております。 

(注 2) 前期まで当社の関連会社でありましたメディカル・データ・ビジョン株式会社につきましては、

持分比率減少により関連会社ではなくなったため、当期より持分法の適用範囲から除外しており

ます。 

（持分法適用関連会社） 

ネクスト・イット株式会社 

 
当  社 

保守メンテナンス業務等の外注 

開発業務の外注 
共同開発 

情報セキュリティ製品販売 
ライセンス許諾 
情報セキュリティに関する受託開発 

販売関連 

開発関連 

（連結子会社） 

株式会社セーフリード 情報セキュリティ 
製品の販売委託 
 

（その他の関係会社） 

株式会社フォーカスシステムズ 

情報セキュリティ製品販売 
ライセンス許諾 
情報セキュリティに関する受託開発 

（持分法適用関連会社） 

株式会社カネット（注1） 
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２．経営方針 
（1）会社の経営の基本方針 

当社は、情報セキュリティ技術の発展に寄与することで、IT（情報技術）産業の健全な育成、更に

は国内外の経済発展に貢献することを使命としています。これを具現化するために、①ビジネスに直

結する研究開発を行う、②常に先進技術を追求し、顧客に最高のソリューションを提供する、③常に

グローバルな視野を持つ、④パートナーとの連携を積極的に行う、を経営の基本方針に据えておりま

す。 

これらの基本方針に基づき、市場における多様な情報セキュリティニーズを即座にフィードバック

し、最適な製品やサービスの提供へと迅速に展開させてまいります。 

 
（2）会社の利益配分に関する基本方針 

当社は、株主に対する利益還元を重要な経営課題と認識しておりますが、利益を事業拡大のための

資金に充てることにより企業価値の拡大を図り、強固な経営基盤を確立することを優先する方針であ

るため、当面は配当による利益還元を見送る予定であります。 

今後につきましては、各期の経営成績を考慮に入れ利益配当を検討していく方針であります。 

 

（3）投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 

当社は、個人投資家の拡大及び株式の流動性向上を重要課題であると認識しております。投資単位

につきましては、株価、株主数、財務状況等を総合的に勘案して、引き下げる方向で検討を進めてま

いりたいと考えております。 

なお、具体的な施策及び時期等につきましては、現時点では未定であります。 

 

（4）目標とする経営指標 

当社は、「C4」暗号技術、秘密分散技術、電子透かし技術、ニューラル・ネットワーク技術の供与

によるライセンス収入の増大により、高収益率を誇る会社になることを目標としております。また、

単に売上・利益のみを追求するだけではなく、株主資本の効率的活用による株主利益重視の観点から、

株主資本利益率（ROE）の向上を目標としております。 
 
（5）中長期的な会社の経営戦略 

当社における事業展開の根幹は、「C4」暗号技術、秘密分散技術、電子透かし技術、ニューラル・

ネットワーク技術を供与することによるライセンス収入の獲得にあります。当社では、それを具現化

するために「アライアンスパートナー戦略」と「製品ラインアップ拡充戦略」を推進しており、中長

期における会社の経営戦略に据えております。 

「アライアンスパートナー戦略」とは、当社の暗号技術等を利用するエンドユーザーに対して効率

的・効果的にアプローチするに当たり、各分野に精通したパートナーと協業していく戦略です。当社

から見たアライアンス企業の属性は大きく 3 つ（販売系パートナー・製造系パートナー・共同開発系

パートナー）に分かれます。販売系パートナーとは、当社製品の再販等を行うアライアンス先であり、

製造系パートナーとは、当社製品（技術）を導入先企業内における製品や事業へ活用等を図るアライ

アンス先であり、さらに共同開発系パートナーとは、当社製品（技術）を基礎とした共同開発を行う
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アライアンス先であります。一つのアライアンス先が、上記のうちの一つの属性に分類されるわけで

はなく、販売系パートナーであり且つ製造系パートナーであったり、製造系パートナーであり且つ共

同開発系パートナーである等、属性が重複している場合も存在します。当該戦略を実行することによ

り、効率的に公共系・金融業系・製造業系・流通サービス業系・医療系・通信業系等の非常に幅広い

マーケットにアプローチすることが可能となっております。この「アライアンスパートナー戦略」を

より実効性のあるものとするために、前期より C4Security Alliance Partner Program(CAP)を推進い

たしております。CAP とは、当社のコアテクノロジーに基づく情報セキュリティ製品・情報セキュリ

ティソリューション・情報セキュリティサービスを提供する企業を対象に、ITセキュリティの製品化、

コアテクノロジーの実装及びビジネス機会の増大を目的とした支援プログラムであり、販売系パート

ナー・製造系パートナー・共同開発系パートナーの各々が有機的に連携をとれる仕組みを提供するも

のであります。 

「製品ラインアップ拡充戦略」とは、エンドユーザーのニーズ及び時流に合致する製品ラインアッ

プを拡充させる戦略です。上記「アライアンスパートナー戦略」を具現化するための戦略という位置

付けです。当社では、当該戦略を実行していくに当たり、営業と開発との相互連携を密に図ることに

より、営業担当部門の第一線で得た情報を開発担当部門にフィードバックし、研究開発のための開発

ではなく、ビジネスに直結した研究開発を心がけております。 

 

（6）会社の対処すべき課題 

平成 17 年 4 月の個人情報保護法全面施行への対策等、企業における情報セキュリティに対する取り

組みが本格化する中で、当社におきましてはニーズの高い新製品・新サービスを市場投入する等事業

基盤を着実に拡大させることができました。その一方で、収益管理等、事業基盤拡大に応じた経営課

題も顕在化してきており、今後は以下に示すような対応が必要と考えております。 

 

①アライアンス戦略の一層の推進について 

当社の今後の事業展開においては、現在行っているパートナー企業を活用した事業拡大を継続し

ていく方針であります。前述した CAP を着実に実行することにより、多様な業種及び事業領域に対

して当社技術の浸透を図っていく方針であります。 

また、高い相乗効果が見込まれる場合には、パートナーへの資本投入を通じ、さらなる事業機会や

販売チャネルの拡大、技術開発の加速を図ってまいります。 

本戦略の強化策として、平成 17 年 9 月に SBI ホールディングス株式会社との戦略的業務提携に向

けた基本合意及び資本提携を行っております。今後は同社グループへの情報セキュリティ技術の導入

による事業機会の拡大や、同社グループとの新たな協業展開の可能性を追求してまいります。 

なお、資本提携で得た資金は、当社事業とのシナジーが見込めるパートナーへの投融資や、当社の

コアテクノロジーを利用した新規事業の立ち上げ等に活用し、事業拡大を図ってまいります。 

 

②製品戦略について 

当社の製品については、これまでも市場ニーズに応じ様々な製品・サービスを提供してまいりま

した。今後も CAP を通じたパートナーとの連携等により市場ニーズを的確に捉えた製品開発を行っ

5



  

てまいります。その中で、より効率的な開発・販売活動を展開するために、ユーザーからの引き合

いの強い製品に絞って当社の経営資源を集中投入し、収益力の向上を図ってまいります。 

 

③収益管理対策について 

当社ではこれまで 2 期にわたり営業損失を計上し、販売目標達成の責任明確化、特に大型ライセ

ンス契約案件の進捗管理、また各プロジェクトに対応したコスト管理に関して徹底を図ることが急

務と認識しております。そのため、本年 4 月 1 日付ならびに 10 月 1 日付にて収益管理の権限と責

任を明確化するための機構改革を行っております。 

また、前期までに市場投入した新製品や新サービスの収益が、当期より業績に寄与することから、

経営資源をより効率的に活用し一層の収益拡大を図るべく新組織を運営してまいります。 

 

④当社の研究開発について 

近年における情報セキュリティ業界の技術変化及び従来技術の陳腐化は急速であることから、当

社技術及びそれを用いた製品等のライフサイクルが短期化する可能性は否定できないものと認識し

ており、次世代技術への対応も進めております。 

また、新たな技術の研究開発においては、情報セキュリティ全般における知識を確保することが

必須であると考えており、当社は、そのような知識を確保するための学会・研究会等の活動にも積

極的に参加していく方針であります。 

 

⑤当社の知的所有権に係る方針について 

当社は、独自自社開発技術に関して特許を出願しており、今後においても新規の製品及びサービ

スを開発した際には、独自技術について特許等の工業所有権等を取得することにより知的所有権等

の防衛を図る方針であります。知的所有権の重要性は今後一層高まるものと認識しており、法務担

当のスキルアップ及び専門家等との連携強化を図る方針であります。 

 

⑥人材の確保及び育成について 

当社は、事業の拡大に応じて優秀な人材を適時に確保し、育成していくことが重要であると考え

ております。しかしながら、情報セキュリティ業界における技術革新の進捗に応じた当社の新技術

及び新製品が市場に進出するスピードが、当社の想定を上回る速さで展開していくことも考えられ

ます。また、情報セキュリティ業界においては、当社事業に必要とする専門的知識、技術及び資格

等をもつ人材に対する需要は高く、当社において必要な人員拡充が計画どおり進まない、又は想定

以上のコストが生じる等の可能性があります。このような状況が生じた場合の対応策として、現在

当社では人事制度の抜本的見直しを実施しております。また、人材の確保は当社の重点課題として

捉え積極的に人材の募集を進めてまいります。 

 

（7）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

（コーポレート･ガバナンスに関する基本的考え方） 

経営の透明性やコーポレート・ガバナンスが有効に機能することが求められる中で、当社は、経営

6



  

環境変化に迅速に対応できる組織体制と株主重視の公正な経営システムを構築し維持していくことが

重要な課題であると考えております。 

 

（コーポレート･ガバナンスに関する施策の実施の状況） 

① 会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート･ガバナンス体

制の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

                

 

 

 

 

・ 取締役会 

取締役会は 7 名の取締役で構成され、月 1 回の定時取締役会開催に加え、重要案件が生じたときに

は、臨時取締役会をその都度開催しております。また、監査役 3 名も出席し、取締役の職務の執行

を監督しております。付議内容は、月次の業績及び取締役会規程に定められた経営判断事項であり、

迅速に決議できる体制を整えております。 

・ 監査役会、監査役監査及び会計監査 

当社の監査役は 3 名（内社外監査役 2 名）で構成されており、月 1 回監査役会を開催しコーポレー

ト・ガバナンスの実効性を確保するように努めております。また各監査役は、取締役会のみならず

重要な会議に出席して、取締役の職務執行を監督できる体制になっております。 

なお、当社では、現在の規模、人員構成では社外取締役を複数名置いて、経営と業務執行を分離す

る委員会制度の採用は時期尚早であり、実態的にも監査役制度をガバナンスの軸とする従来型の経

営形態が当社にふさわしいと判断し、監査役制度を採用しております。 

会計監査につきましては、商法及び証券取引法の規定に基づき、財務諸表について前期よりあずさ

監査法人により監査を受けております。業務を執行した公認会計士は指定社員潮来克士氏及び指定

社員浅岡伸生氏であります。監査役とあずさ監査法人は、年 2 回の定期的な会合のほか、必要に応

じて臨時に会合を持ち監査計画やその他監査業務に関する情報提供等の連絡をとり緊密な連携体制

を築いております。 

・ 内部監査制度 

当社では、会社の業務及び財産の実態を監査し、経営の合理化、能率の向上及び資産の保全に資す

株主総会 

監査役会 
監査役（3名） 

社外監査役 
（2名） 

選任・解任 選任・解任 

業務監査 
会計監査 

取締役会        
   取締役（7名） 

代表取締役社長 

内部監査 
経営企画室 

選任・監督 会
計
監
査
人 

会
計
監
査 

選任・解任 

任命 報告 
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ることを目的として、各ライン組織から独立した社長直轄の部署である経営企画室により、内部監

査を実施しております。また、必要に応じ監査役との会合を持ち緊密な連携体制を築いております。 

・ コンプライアンスおよびリスク管理体制 

コンプライアンスについては、顧問弁護士等社外専門家と密接な関係を保ち、経営に法的な統制が

働く仕組みを構築しております。 

リスク管理体制については、事業継続計画を策定し、災害や重大なセキュリティ事故等による損害

を最小限にとどめ、かつ早期に復旧させるため迅速で確実な行動をとるべく対策を講じております。 

また、当社は、情報セキュリティを事業としており、投資家や顧客等の利害関係者をはじめとして

社会からの信頼を得るために、情報セキュリティマネジメントシステム(ISMS)の確立が重要である

との認識のもと、情報セキュリティマネジメントシステムの英国基準 BS7799 及び財団法人日本情

報処理開発協会(JIPDEC)基準「ISMS 適合性評価制度」の認証を全社で取得し、情報セキュリティ

上のリスク管理を行っております。 

 
② 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係 

  の概要 

社外取締役は選任しておりません。社外監査役の森啓一氏及び太田實氏は、当社の株式を保有し

ておりますが、取引関係、利害関係はありません。 

 

③ 会社のコーポレート･ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 

当社では、内部統制がますます重要視されている情勢に鑑み、代表取締役社長直轄の経営企画室

に内部監査機能を担当させ、年 2 回の定例内部監査を実施いたしました。同部門は、業務活動全

般に関して、その妥当性や会社資源の活用状況、法律・法令・社内諸規程の遵守状況についての

監査業務を遂行しております。また、管理本部業務管理部法務課を設置し、法律事務所との窓口

及び法令遵守のための業務を行っております。 

 

（8）親会社等に関する事項 

①  親会社等の商号等（平成 17 年 9 月 30 日現在） 
親会社等 属性 親会社等の議決

権所有割合（％） 

親会社等が発行する株券が上

場されている証券取引所等 

株式会社フォーカス

システムズ 

上場会社が他の会

社の関連会社であ

る場合における当

該他の会社 

33.86% ジャスダック証券取引所 

 

  ②  親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付けその他の上場会社と親会社等との関係 

株式会社フォーカスシステムズは当社にとってその他の関係会社に該当し、平成 17 年 9 月 30 日現

在の当社の総株主の議決権に対する所有割合は 33.86％となっております。当社は、株式会社フォー

カスシステムズに対して「C4」暗号技術等の供与によるライセンスの許諾、セキュリティ製品の販売

及びセキュリティに関する受託開発を行っております。その一方で株式会社フォーカスシステムズに

対して、保守メンテナンス業務等の外注を行っております。 
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      株式会社フォーカスシステムズは、通信制御分野や官公庁分野に強みを持っており、当社が「C4」

暗号技術やセキュリティ製品の同分野への市場浸透を図るためのパートナーの 1 社となっております。 

 独立性の確保に関しましては、当社と同社間で双方の取締役・監査役の兼任はなく、また、上記の

取引につきましても、一般市場取引と同様の条件により行っており、事業活動や経営判断においての

独立性は確保されております。 

 

  ③ 親会社等との取引に関する事項 

当社と株式会社フォーカスシステムズとの間には、当社製品の販売、セキュリティ製品仕入及び保

守メンテナンス業務等の外注等の取引があります。 

 

（9）その他会社の経営上の重要な事項 

特記すべき事項はありません。 

 

 
３．経営成績及び財政状態 
（1）経営成績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、情報化関連の在庫調整が進捗し、個人消費も堅調に推

移したこと等から企業収益は総じて改善傾向が見られ、また、東京株式市場では過去最高の出来高を

記録する等、景気は着実に回復基調を辿りました。海外では、拡大を続けてきた米国や中国経済の先

行きに、高水準で推移する原油価格の影響等による不透明感も残りました。 

当社グループの属する情報セキュリティ業界におきましては、本年４月の個人情報保護法の全面施

行も契機となり、官民のあらゆる分野で情報保護対策への本格的な取り組みが始まりました。 

このような状況の中で、当社グループといたしましては、C4暗号技術等を普及させるための基本戦

略である「アライアンスパートナー戦略」及び「製品ラインアップ拡充戦略」を引き続き展開すると

ともに、これらの基本戦略をさらに推し進め、資本投入によるグループ機能の強化や新分野における

アライアンスパートナーの開拓、また、有力製品への経営資源の集中や情報セキュリティ・コンサル

ティング・サービスの強化といった諸施策に着手しております。そうした中で、前期に投入した製品

やサービスが徐々にマーケットに浸透するとともに、暗号技術業界のパイオニアとして知られる豪州

Eracom Technologies社との販売代理店契約の締結や、CD-R/DVD-R書き込み機器事業を展開する米

国リマージュ社の日本法人へのセキュリティ分野での技術提携、株式会社デジタルデザインのデータ

通信高速化ミドルウェアの共同開発着手等、情報セキュリティ分野における各種協業も進めました。 

なお、昨年 10 月にマーケティング機能強化を目的として設立した株式会社セーフリード（出資比率

100%）の重要性が増したことから、当社は当期より同社を連結子会社とした連結決算を行っておりま

す。また、持分法適用関連会社は、株式会社カネット(注)及びネクスト・イット株式会社の 2 社であり

ます。 

これらの結果、ライセンス収入や情報セキュリティ・コンサルティング・サービスの売上が伸長す

る等、新施策の効果が現れ、当中間連結会計期間におきましては、当初の見込みを上回り、連結売上

高は 676,668 千円となりました。 

これまでに進めたソフトウェア開発関連の償却費等の負担もあり、連結営業損失は 61,070 千円、連
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結経常損失は 76,044 千円、連結中間純損失は 77,403 千円を計上いたしました。 

なお、当中間連結会計期間は連結初年度であるため、前年同期との比較は記載しておりませんが、

個別財務諸表数値につきましても、ライセンス収入や情報セキュリティ・コンサルティング・サービ

スが順調に推移したため売上高は増加し、当中間連結会計期間の売上高は 646,404 千円（前年同期比

23.2％増）と中間会計期間としては過去最高の売上高となり、売上総利益も前年同期比 112.0％増の

293,360 千円となりました。しかしながら、事業強化に向けたソフトウェア開発関連の償却費や人員

強化等の負担もあり、販売費及び一般管理費を全て吸収するまでには至らず、営業損失は 37,214 千円

(前年同期営業損失 183,974 千円)、経常損失は 29,176 千円(前年同期経常損失 227,461 千円)、中間純

損失は 30,423 千円(前年同期純損失 231,718 千円）を計上いたしました。業績全体としては、損失額

は前年同期に比べ大幅に改善し、通期での黒字化へ向けて着実に前進することができました。 

 

（注）これまで当社の持分法適用関連会社でありました株式会社カネットにつきましては、当社で

保有しておりました同社株式を平成 17 年 10 月 12 日に全株売却しております。 

 
（2）財政状態 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、3,050,220千円とな

りました。なお、当中間連結会計期間は、連結初年度であるため、前年同期との比較は記載しており

ませんが、前期に連結決算を行ったものとして計算した期首残高に比べると、2,625,589千円の増加と

なります。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローは、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果使用した資金は、136,157千円となりました。これは、税引前当期純損失の計上に加

え、売上債権の増加等があったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、110,846千円となりました。これは、主にソフトウェアの取得    

及び貸付金が増加したことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果得られた資金は、2,872,593千円となりました。これは、主に転換社債型新株予約権

付社債の発行による収入があったことによるものであります。 
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当社グループのキャッシュ・フロー指標は以下のとおりであります。 

 

 
平成17年9月 

中間期 

株 主 資 本 比 率 28.4％ 
時 価 ベ ー ス の 

株 主 資 本 比 率 215.7％ 

債 務 償 還 年 数 －年 

インタレスト・カバレッジ・レシオ －倍 

（注）株主資本比率              ：株主資本／総資産 

時価ベースの株主資本比率    ：株式時価総額／総資産 

債務償還年数              ：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

1. 株式時価総額は、中間期末株価終値×中間期末発行済株式総数により算出しております。 

2. 有利子負債は、中間連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全て

の負債を対象としております。 

3. 営業キャッシュ・フロー及び利払いは、中間連結キャッシュ・フロー計算書に計上されてい

る「営業活動によるキャッシュ・フロー」及び「利息の支払額」を使用しております。 

4. 平成17年9月中間期末における債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・レシオは、営

業キャッシュ・フローがマイナスのため記載しておりません。 

5. 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。なお、当社は当中間期

より中間連結財務諸表を作成しており、前期まで連結財務諸表を作成していないため、前期

までの推移については記載しておりません。 

 

（3）事業等のリスク 

①アライアンスパートナーを通じた販売活動について 

当社は、他企業とのアライアンスを積極的に進めることにより、コンピュータ・ネットワーク化が

進む現状において、多様な業界で事業を展開し技術ノウハウ及び顧客等を有する複数の企業と提携し、

各業界におけるニーズを汲み取り、従来取扱いが複雑とされていたセキュリティ製品又はサービスを

共同で開発し提供することが可能になるとともに、情報セキュリティに係る新たな需要を喚起するこ

とによる事業拡大も図れるものと考えております。また、これにより当社においては営業活動の効率

化が図れるため、研究開発部門への経営資源の集中が可能となるものと考えております。 

 当社は、今後においても、アライアンスパートナー戦略の積極的な推進を図り事業拡大に結び付け

ていく方針であり、アライアンスパートナーの選定については、各相手先企業の事業特性等を考慮し

つつ行っていく方針であります。今後におきましてもアライアンスパートナーのフォローアップは緊

密に行ってまいりますが、進行しているプロジェクトごとの進捗状況全てを当社でコントロールする

ことはできないため、当社の販売計画に変更が生じる可能性があります。 
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②新技術・製品の開発について 

新たな技術の研究開発においては、暗号アルゴリズムに関する知識だけでなく、情報セキュリティ

全般における知識を確保することが必須であると考えており、当社は、そのような知識を確保するた

めの社内教育体制の整備にも重点を置いております。しかし、情報セキュリティ業界の急速な技術変

化により当社技術の陳腐化が生じた場合、当社事業において次世代技術への円滑な移行が困難となる

場合、又は、何らかの要因により当社における技術変化への対応が困難となった場合においては、当

社の事業展開及び業績等に重大な影響が生じる可能性があります。 

 

③知的所有権について 

現在申請中もしくは今後申請する特許等について、第三者が特許を取得した場合又は当社が認識し

ない特許が既に成立している場合、当該第三者より使用差止及び損害賠償等の訴えを起こされる可能

性ならびに当該特許使用にかかる対価等の支払い等が発生する可能性があり、これらの場合、当社業

績に悪影響を与える可能性があります。 
また、一般的にソフトウェアプログラムの技術に係わる知的所有権等については、権利の範囲が必

ずしも明確であるとはいえず、工業所有権等を取得している場合においても、これらの強力な保護が

得られない可能性があります。 

なお、当社においては、今後知的所有権の重要性が一層高まるものと認識しており、法務担当の人

員拡充ならびにスキルアップ、さらに専門家等との連携強化を図る方針でありますが、十分な対応が

図れない場合には、当社の事業戦略及び業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

 

④製品の不具合等について 

当社の製品等において誤作動・不具合等が生じた場合には、当該原因が当社に責任のある要因によ

るものであった場合については、損害賠償責任の発生やアライアンス企業等及びエンドユーザーの当

社に対する信頼喪失により、当社事業は悪影響を受ける可能性があります。 

 

⑤人材の確保及び育成について 

当社は、事業の拡大に応じて優秀な人材を適時に確保し、育成していくことが重要であると考えて

おります。しかしながら、情報セキュリティ業界における技術革新の進捗に応じた当社の新技術及び

新製品が市場に進出するスピードが、当社の想定を上回る速さで展開していくことも考えられます。

また、情報セキュリティ業界においては、当社事業に必要とする専門的知識、技術及び資格等をもつ

人材に対する需要は高く、当社において必要な人員拡充が計画どおり進まない、又は想定以上のコス

トが生じる等の可能性があります。このような状況が生じた場合においては、当社の事業展開及び業

績等に重要な影響を及ぼす可能性があります。 
 
（4）通期の見通し（平成 17 年 4 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日） 

今後のわが国経済におきましては、景気は回復基調が続くものと思われます。情報セキュリティ業

界におきましては、金融や医療、インターネット・ビジネスを手がける事業者、官公庁等を中心に、

専門的な情報保護ソリューションが今後も求められていくものと考えられます。 

このような経営環境のもと、当社グループは、電子決済や医療、あるいはデジタル・アーカイブ等、
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情報セキュリティの旺盛な需要を持つ分野をターゲットとして、基本戦略である「アライアンスパー

トナー戦略」及び「製品ラインアップ拡充戦略」と、これをさらに進めた新施策に注力し、アライア

ンスパートナーとの連携強化、販売チャネルの拡大、市場ニーズに合致した製品・サービスの提供力

の増強により、早期の黒字化を目指してまいります。こうした取り組みの中で、情報漏えい対策アプ

リケーション「CRYPTY（クリプティ）」シリーズの第 4 弾として、当社のコアテクノロジーのひとつ

である秘密分散技術を搭載した「CRYPTY S」の市場投入を既に行っております。 

以上により、通期の連結業績は、売上高 1,525 百万円、経常利益 0 百万円、当期純利益 0 百万円を

見込んでおります。 

個別の業績見通しにつきましては、売上高 1,450 百万円（前期比 51.6%増）、経常利益 50 百万円、

当期純利益 50 百万円と、黒字化を見込んでおります。 

また、当社は、本年 9 月に、SBI ホールディングス株式会社及び同社グループ 2 社の計 3 社に対し

て総額 30 億円の転換社債型新株予約権付社債を発行するとともに、SBI ホールディングス株式会社と

今後の戦略的業務提携の検討に関して基本合意しております。同社グループ各社との提携による成果

につきましては、投資判断に影響を与えると判断した場合に適時開示してまいります。 

 

なお、大型のライセンス供与案件については、業績の変動に与える影響が大きいため、業績予想に

織り込まない方針を採っております。契約が成約に至った場合または成約が確実に見込めると判断し

た場合であって、かつ当該契約の成約による金額または複数の契約の成約の合計金額による業績の変

動幅が、投資判断に影響を与えると判断した場合には、迅速に業績予想の修正として公表してまいり

ます。 
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４．中間連結財務諸表等 
（1）中間連結貸借対照表 

                                     

  
当中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金   3,075,220  

２ 売掛金   583,231  

３ たな卸資産   76,161  

４ その他   126,724  

流動資産合計   3,861,339  74.2 

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産 ※1  52,953  

２ 無形固定資産     

(1) ソフトウェア   993,820  

(2) その他   332  

無形固定資産合計   994,153  

３ 投資その他の資産   297,450   

固定資産合計   1,344,556 25.8 

資産合計   5,205,896 100.0 
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当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

１ 買掛金   138,687  

２ 短期借入金 ※2  41,669  

３ １年以内返済長期借入金   84,437  

４ １年以内償還社債   40,000  

５ 賞与引当金   10,290  

６ その他   82,373  

流動負債合計   397,456 7.6 

Ⅱ 固定負債     

１ 社債   280,000  

２ 転換社債型新株予約権付
社債 

  3,000,000  

３ 長期借入金   52,200  

固定負債合計   3,332,200 64.0 

負債合計    3,729,656 71.6 

     

（少数株主持分）     

少数株主持分   － － 

     

(資本の部)     

Ⅰ 資本金   1,299,417 25.0 

Ⅱ 資本剰余金   1,014,912 19.5 

Ⅲ 利益剰余金   △837,659 △16.1 

Ⅳ 自己株式   △530 △0.0 

資本合計   1,476,239 28.4 

負債、少数株主持分及び 
資本合計 

  5,205,896 100.0 

     
 
 

15



 
（2）中間連結損益計算書 

 

  

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

区分 
注記

番号 
金額（千円） 

百分比 

(％) 

Ⅰ 売上高   676,668 100.0 

Ⅱ 売上原価   323,501 47.8 

売上総利益   353,166 52.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理費     

 １ 役員報酬  53,201   

 ２ 給与手当  131,120   

 ３ 減価償却費  41,388   

 ４ 賞与引当金繰入額  6,682   

 ５ その他  181,843 414,236 61.2 

営業損失   61,070 △9.0 

Ⅳ 営業外収益     

 １ 受取利息  1,325   

 ２ 有価証券売却益  14,509   

 ３ その他  374 16,208 2.4 

Ⅴ 営業外費用     

 １ 支払利息  4,192   

 ２ 持分法による投資損失  22,837   

 ３ その他  4,154 31,183 4.6 

経常損失   76,044 △11.2 

税金等調整前中間純損失   76,044 △11.2 

法人税、住民税及び事業税  1,358   

法人税等調整額  － 1,358 0.2 

中間純損失   77,403 △11.4 

     

 

16



（３）中間連結剰余金計算書 
 

  
当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

  至 平成17年９月30日) 

区分 
注記

番号 
金額（千円） 

（資本剰余金の部）    

Ⅰ 資本剰余金期首残高   1,014,162 

Ⅱ 資本剰余金増加高    

１ 新株予約権の行使による新株の発行  750 750 

Ⅲ 資本剰余金中間期末残高   1,014,912 

    

（利益剰余金の部）    

Ⅰ 利益剰余金期首残高   △718,213 

Ⅱ 利益剰余金減少高    

１ 中間純損失 77,403 

２  連結子会社増加による 

利益剰余金減少高 
4,917 

３  持分法適用会社増加による 

利益剰余金減少高 
37,024 119,345 

Ⅲ 利益剰余金中間期末残高   △837,559 
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（４）中間連結キャッシュ・フロー計算書 
                                      

  

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

 １ 税金等調整前中間純損失  △76,044 

 ２ 減価償却費  199,737 

 ３ 賞与引当金の増加額  1,650 

 ４ 受取利息  △1,325 

 ５ 支払利息  4,192 

 ６ 持分法による投資損失  22,837 

 ７ 有価証券売却益  △14,509 

 ８ 売上債権の増加額  △398,334 

 ９ たな卸資産の増加額  △15,878 

 10 仕入債務の増加額  76,155 

 11 未収入金の減少  20,213 

 12 未払金の増加  28,529 

 13 その他  22,660 

    小計  △130,117 

 14 利息の受取額  925 

 15 利息の支払額  △4,062 

 16 法人税等の支払額  △2,903 

   営業活動によるキャッシュ・フロー  △136,157 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

１ 投資有価証券の売却による収入  24,509 

２ 有形固定資産取得による支出  △10,977 

 ３ 無形固定資産取得による支出  △161,160 

 ４ 定期預金の解約による収入  140,000 

  ５ 貸付による支出  △164,022 

 ６ 貸付金の回収による収入  64,824 

 ７ 保証金の差入れによる支出  △4,020 

   投資活動によるキャッシュ・フロー  △110,846 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

１ 短期借入金の純減少額  △49,998 

 ２ 長期借入金の返済による支出  △57,466 

  ３ 転換社債型新株予約権付社債の発行による収入  2,999,009 

  ４ 社債の償還による支出  △20,000 

 ５ 株式発行による収入  1,500 

 ６ 自己株式の取得による支出  △452 

   財務活動によるキャッシュ・フロー  2,872,593 
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当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日) 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額  2,625,589 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  421,918 

Ⅵ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額  2,712 

Ⅶ  現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 3,050,220 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

  至 平成17年９月30日) 

1 連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数 １社  

連結子会社名 

㈱セーフリード 

従来、非連結子会社であった㈱セ

ーフリードは、重要性が増したこと

により、当中間連結会計期間より連

結の範囲に含めております。 

なお、非連結子会社はありません。 

２ 持分法の適用に関する事項 (1) 持分法を適用した関連会社の数 

２社 

(2) 持分法適用の関連会社の名称 

   ㈱カネット 

   ネクスト・イット㈱ 

従来、関連会社であったメディカ

ル・データ・ビジョン㈱は、前期中

において持分比率減少により関連会

社ではなくなったため、当中間連結

会計期間より持分法適用の範囲から

除外しております。 

なお、持分法を適用しない非連結

子会社及び関連会社はありません。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関す

る事項 

連結子会社の中間決算日は、中間連

結決算日と一致しております。 

４ 会計処理基準に関する事項  

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方       

法 

 

①有価証券 

ａその他有価証券 

  時価のあるもの 

    中間連結決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）を採用

しております。 

  時価のないもの 

    移動平均法による原価法を採用

しております。 

 ②デリバティブ 

時価法を採用しております。 

 ③たな卸資産 

ａ製品 

先入先出法による原価法を採用

しております。 

ｂ仕掛品 

個別法による原価法を採用して

おります。 

 ｃ貯蔵品 

最終仕入原価法を採用しており

ます。 
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項目 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

  至 平成17年９月30日) 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

①有形固定資産 

定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

です。 

建物     ８～18年 

工具器具備品 ２～15年 

 ②無形固定資産 

ａ市場販売目的のソフトウェア 

販売見込期間（３年）による定額

法を採用しております。 

ｂ自社利用目的のソフトウェア 

社内における見込利用可能期間

（５年）による定額法を採用してお

ります。 

ｃ著作権 

社内における見込利用可能期間

（５年）による定額法を採用してお

ります。 

 ③長期前払費用 

定額法を採用しております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 ①貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

なお、当中間連結会計期間において

計上額はありません。 

 ②賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充てるため、

賞与支給見込額のうち当中間連結会計

期間負担額を計上しております。 

(4) 重要なヘッジ会計の方法 ①へッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。なお、特例処理の要件を満たす金

利スワップについては、特例処理を採

用しております。 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段・・・金利スワップ 

ヘッジ対象・・・借入金利息 

 ③ヘッジ方針 

  金利変動リスクのヘッジ、資金調達

コストの低減等を目的として金利スワ

ップ取引を利用することとしており、

投機的な取引は行わない方針でありま

す。 

 ④ヘッジの有効性評価の方法 

  特例処理の要件を満たす金利スワッ

プについては、ヘッジの有効性の判定

は省略しております。 
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項目 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

  至 平成17年９月30日) 

(5) その他中間連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

①消費税等の処理方法 

消費税等の会計処理は、税抜方式

によっております。 

５ 中間連結キャッシュ･フロー計算書
における資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期日又は償還日の到来す

る流動性の高い、容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない短期的な投資からなってお

ります。 

 
 
 
注記事項 
（中間連結貸借対照表関係） 

 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

  61,907千円  

※２ 運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行１行と当座貸越契約

を締結しております。 

   この契約に基づく当中間連結会

計期間末における当座貸越契約に

係る借入金未実行残高等は次のと

おりであります。 

当座貸越極度額  100,000千円  

借入実行残高    41,669千円  

差引額       58,331千円  

 
 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成17年９月30日) 

※  現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

(平成17年９月30日現在) 

現金及び預金勘定 3,075,220千円 

預入れ期間が３ヵ月 

を超える定期預金 
△25,000千円 

現金及び現金同等物 3,050,220千円 
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（リース取引関係） 

 

当中間連結会計期間末（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

該当事項はありません。 

 

 

（有価証券関係） 

 

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

１ 時価評価されていない主な有価証券 

区分 
中間連結貸借対照表 

計上額（千円） 

(1) その他有価証券  

 ①非上場株式 136,440 

合計 136,440 

 

 

（デリバティブ取引関係） 

 

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いております。 
 
 
（セグメント情報） 

 

１ 事業の種類別セグメント情報 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

   当社及び連結子会社の事業は、情報セキュリティ業ならびにこれらの付帯業務の単一事業であります。従いまして、

開示対象となるセグメントはありませんので、記載を省略しております。 

 

２ 所在地別セグメント情報 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 在外子会社及び重要な在外支店がないため、記載を省略しております。 

 

３ 海外売上高 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）においては、海外売上がないため、該当事項は

ありません。 
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（１株当たり情報） 

 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

１株当たり純資産額 26,030円46銭 

１株当たり中間純損失 1,365円14銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益

については、潜在株式は存在しますが１株当た

り中間純損失であるため、記載しておりません。 

（注）１株当たり中間純損失及び潜在株式調整後１株当たり中間純利益の算定上の基礎 

項目 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成17年９月30日) 

中間連結損益計算書上の中間純損

失（千円） 
77,403 

普通株式に係る中間純損失（千円） 77,403 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 

普通株式の期中平均株式数（株） 56,700 

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間純利益の

算定に含まれなかった潜在株式の

概要 

新株予約権（新株予約権の数 880

個）及び合併により承継した新株引

受権（新株引受権の数 6.9 個） 

 

 

（重要な後発事象） 
 

当中間連結会計期間（自 平成 17 年４月１日 至 平成 17 年９月 30 日） 
該当事項はありません。 
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５.生産、受注及び販売の状況 
(1) 生産実績 

当社の事業内容は、主として「C４」シリーズの開発、販売及びライセンスの供与等となっており、生産実績につい

ては記載しておりません。 

 
(2) 受注実績 

（単位：千円） 

 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

  至 平成17年９月30日) 

受注高 受注残高 

受託開発 13,720 ― 

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 
(3) 販売実績 

（単位：千円） 

品目別 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

  至 平成17年９月30日) 

情報セキュリティ事業  

セキュリティ製品販売 309,940 

ライセンス収入 279,128 

受託開発 16,720 

その他 70,879 

合計 676,668 

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりで

あります。 

相手先 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

  至 平成17年９月30日) 

販売高(千円) 割合(％) 

富士電機ＩＴソリューション

株式会社 
125,946 18.2 

株式会社インテリジェントウ

ェイブ 
95,830 13.9 

株式会社デジタルテクノロジ

ー 
80,000 11.6 

(注)上記の金額には、消費税等は含まれておりません 
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平成 18 年３月期       中間決算短信（連結）          平成 17 年 11 月 15 日 
 
上場会社名 株式会社シーフォーテクノロジー             上場取引所 東京証券取引所（東証マザーズ） 
コード番号 ２３５５                                        本社所在都道府県 東京都 
（URL http://c4t.jp/） 
代  表  者 役職名 代表取締役社長 氏名 三 住 光 男                    TEL （03）5447－2551 
問合せ先責任者 役職名 経営企画室室長 氏名 谷 口   稔                             
決算取締役会開催日 平成 17 年 11 月 15 日   
親会社等の名称  

株式会社フォーカスシステムズ（コード番号：4662） 
 

親会社等における当社の議決権所有比率 33.9％
米国会計基準採用の有無  無 
 
1. 平成 17 年 9 月中間期の連結業績（平成 17 年 4 月 1 日～平成 17 年 9 月 30 日） 
（1）連結経営成績                                          （注）百万円未満切捨 

 売上高 営業利益 経常利益 
 百万円 % 百万円 % 百万円 % 

17年 9月中間期 691  －      △46   －   △ 61  －   
16年 9月中間期 － －  －  －   －  －   
17 年 3 月期 － －  －  －  －  －  

 
 

中間（当期）純利益 1 株当たり中間(当期)純利益 潜在株式調整後 1 株当たり 
中間（当期）純利益 

 百万円 % 円 銭 円 銭 
17年 9月中間期 △ 62  －   △1,100  59   －     －   
16年 9月中間期 －  －  －  －  －  －  
17 年 3 月期 －  －  －  －  －  －  
(注) ①持分法投資損益 17 年 9 月中間期 △22 百万円 16年9月中間期 －百万円 17 年３月期 －百万円 
 ②期中平均株式数 17 年 9 月中間期 56,700 株 16年9月中間期  －株 17 年３月期 －株 
 ③会計処理の方法の変更 無 
 ④当中間期より連結財務諸表を作成しているため、当中間期の数値のみを記載しております。 

（2）連結財政状態 
 総資産 株主資本 株主資本比率 1 株当たり株主資本 

  百万円  百万円 % 円 銭 
17 年 9 月中間期 5,221 1,491 28.6 26,294 96 
16 年 9 月中間期 － － － － － 
17 年 3 月期 － － － － － 
(注) ①期末発行済株式数（連結） 17 年 9 月中間期 56,714 株 16 年 9 月中間期 －株 17 年 3 月期 －株 
 ②当中間期より連結財務諸表を作成しているため、当中間期の数値のみを記載しております。 

（3）連結キャッシュ・フローの状況 
 営業活動による  

キャッシュ・フロー 
投資活動による  

キャッシュ・フロー 
財務活動による  

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 
  百万円  百万円  百万円  百万円 

17 年 9 月中間期 △136 △110 2,872 3,050 
16 年 9 月中間期 － － － － 
17 年 3 月期 － － － － 
(注) 当中間期より連結財務諸表を作成しているため、当中間期の数値のみを記載しております。 

（4）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数 1 社  持分法適用非連結子会社数 －社  持分法適用関連会社数 2 社 
（5）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結（新規） 1 社  （除外） ―社  持分法（新規） 2 社  （除外）1 社 
 
2. 平成 18 年 3 月期の連結業績予想（平成 17 年 4 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日） 

 売上高 経常利益 当期純利益 
  百万円  百万円  百万円 

通 期 1,525 0 0 
(参考) 1 株当たり予想当期純利益（通期）0 円 00 銭  
(注) 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本

資料発表日現在における仮定を前提としております。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果とな

る可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等につきましては、添

付資料の 11 ページをご参照下さい。 
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１．企業集団の状況 
当社グループは、当社、その他の関係会社である株式会社フォーカスシステムズ、連結子会社であ

る株式会社セーフリード（100%）、持分法適用関連会社である株式会社カネット（48.3％）(注 1)及び

ネクスト・イット株式会社（20.0%）により構成されており(注 2)、情報セキュリティ事業を展開して

おります。当社の情報セキュリティ事業においては、当社が独自に自社開発した暗号技術、秘密分散

技術、電子透かし技術、ニューラル・ネットワーク技術を基礎とした事業を展開しております。 

当社は、株式会社フォーカスシステムズ及びネクスト・イット株式会社に対して、「C4」暗号技術

等の供与によるライセンスの許諾、情報セキュリティ製品の販売及び情報セキュリティに関する受託

開発を行っております。株式会社セーフリードは、当社情報セキュリティ製品の販売子会社でありま

す。また、株式会社フォーカスシステムズに対して、保守メンテナンス業務等の外注を行っておりま

す。さらに、必要に応じて株式会社カネットとの間で、「C4」暗号技術を利用した製品の共同開発及

びネットワークシステム構築の外注を行っております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (注 1) これまで当社の持分法適用関連会社でありました株式会社カネットにつきましては、当社で保有

しておりました同社株式を平成 17 年 10 月 12 日に全株売却しております。 

(注 2) 前期まで当社の関連会社でありましたメディカル・データ・ビジョン株式会社につきましては、

持分比率減少により関連会社ではなくなったため、当期より持分法の適用範囲から除外しており

ます。 

（持分法適用関連会社） 

ネクスト・イット株式会社 

 
当  社 

保守メンテナンス業務等の外注 

開発業務の外注 
共同開発 

情報セキュリティ製品販売 
ライセンス許諾 
情報セキュリティに関する受託開発 

販売関連 

開発関連 

（連結子会社） 

株式会社セーフリード 情報セキュリティ 
製品の販売委託 
 

（その他の関係会社） 

株式会社フォーカスシステムズ 

情報セキュリティ製品販売 
ライセンス許諾 
情報セキュリティに関する受託開発 

（持分法適用関連会社） 

株式会社カネット（注1） 
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２．経営方針 
（1）会社の経営の基本方針 

当社は、情報セキュリティ技術の発展に寄与することで、IT（情報技術）産業の健全な育成、更に

は国内外の経済発展に貢献することを使命としています。これを具現化するために、①ビジネスに直

結する研究開発を行う、②常に先進技術を追求し、顧客に最高のソリューションを提供する、③常に

グローバルな視野を持つ、④パートナーとの連携を積極的に行う、を経営の基本方針に据えておりま

す。 

   これらの基本方針に基づき、市場における多様な情報セキュリティニーズを即座にフィードバック

し、最適な製品やサービスの提供へと迅速に展開させてまいります。 

 
（2）会社の利益配分に関する基本方針 

当社は、株主に対する利益還元を重要な経営課題と認識しておりますが、利益を事業拡大のための

資金に充てることにより企業価値の拡大を図り、強固な経営基盤を確立することを優先する方針であ

るため、当面は配当による利益還元を見送る予定であります。 

   今後につきましては、各期の経営成績を考慮に入れ利益配当を検討していく方針であります。 

 

（3）投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 

当社は、個人投資家の拡大及び株式の流動性向上を重要課題であると認識しております。投資単位

につきましては、株価、株主数、財務状況等を総合的に勘案して、引き下げる方向で検討を進めてま

いりたいと考えております。 

   なお、具体的な施策及び時期等につきましては、現時点では未定であります。 

 

（4）目標とする経営指標 

   当社は、「C4」暗号技術、秘密分散技術、電子透かし技術、ニューラル・ネットワーク技術の供与

によるライセンス収入の増大により、高収益率を誇る会社になることを目標としております。また、

単に売上・利益のみを追求するだけではなく、株主資本の効率的活用による株主利益重視の観点から、

株主資本利益率（ROE）の向上を目標としております。 
 
（5）中長期的な会社の経営戦略 

当社における事業展開の根幹は、「C4」暗号技術、秘密分散技術、電子透かし技術、ニューラル・

ネットワーク技術を供与することによるライセンス収入の獲得にあります。当社では、それを具現化

するために「アライアンスパートナー戦略」と「製品ラインアップ拡充戦略」を推進しており、中長

期における会社の経営戦略に据えております。 

「アライアンスパートナー戦略」とは、当社の暗号技術等を利用するエンドユーザーに対して効率

的・効果的にアプローチするに当たり、各分野に精通したパートナーと協業していく戦略です。当社

から見たアライアンス企業の属性は大きく 3 つ（販売系パートナー・製造系パートナー・共同開発系

パートナー）に分かれます。販売系パートナーとは、当社製品の再販等を行うアライアンス先であり、

製造系パートナーとは、当社製品（技術）を導入先企業内における製品や事業へ活用等を図るアライ

アンス先であり、さらに共同開発系パートナーとは、当社製品（技術）を基礎とした共同開発を行う
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アライアンス先であります。一つのアライアンス先が、上記のうちの一つの属性に分類されるわけで

はなく、販売系パートナーであり且つ製造系パートナーであったり、製造系パートナーであり且つ共

同開発系パートナーである等、属性が重複している場合も存在します。当該戦略を実行することによ

り、効率的に公共系・金融業系・製造業系・流通サービス業系・医療系・通信業系等の非常に幅広い

マーケットにアプローチすることが可能となっております。この「アライアンスパートナー戦略」を

より実効性のあるものとするために、前期より C4Security Alliance Partner Program(CAP)を推進い

たしております。CAP とは、当社のコアテクノロジーに基づく情報セキュリティ製品・情報セキュリ

ティソリューション・情報セキュリティサービスを提供する企業を対象に、ITセキュリティの製品化、

コアテクノロジーの実装及びビジネス機会の増大を目的とした支援プログラムであり、販売系パート

ナー・製造系パートナー・共同開発系パートナーの各々が有機的に連携をとれる仕組みを提供するも

のであります。 

「製品ラインアップ拡充戦略」とは、エンドユーザーのニーズ及び時流に合致する製品ラインアッ

プを拡充させる戦略です。上記「アライアンスパートナー戦略」を具現化するための戦略という位置

付けです。当社では、当該戦略を実行していくに当たり、営業と開発との相互連携を密に図ることに

より、営業担当部門の第一線で得た情報を開発担当部門にフィードバックし、研究開発のための開発

ではなく、ビジネスに直結した研究開発を心がけております。 

 

（6）会社の対処すべき課題 

平成 17 年 4 月の個人情報保護法全面施行への対策等、企業における情報セキュリティに対する取り

組みが本格化する中で、当社におきましてはニーズの高い新製品・新サービスを市場投入する等事業

基盤を着実に拡大させることができました。その一方で、収益管理等、事業基盤拡大に応じた経営課

題も顕在化してきており、今後は以下に示すような対応が必要と考えております。 

 

①アライアンス戦略の一層の推進について 

     当社の今後の事業展開においては、現在行っているパートナー企業を活用した事業拡大を継

続していく方針であります。前述した CAP を着実に実行することにより、多様な業種及び事業領域に

対して当社技術の浸透を図っていく方針であります。 

 また、高い相乗効果が見込まれる場合には、パートナーへの資本投入を通じ、さらなる事業機会

や販売チャネルの拡大、技術開発の加速を図ってまいります。 

 本戦略の強化策として、平成 17 年 9 月に SBI ホールディングス株式会社との戦略的業務提携に

向けた基本合意及び資本提携を行っております。今後は同社グループへの情報セキュリティ技術の導

入による事業機会の拡大や、同社グループとの新たな協業展開の可能性を追求してまいります。 

なお、資本提携で得た資金は、当社事業とのシナジーが見込めるパートナーへの投融資や、当社の

コアテクノロジーを利用した新規事業の立ち上げ等に活用し、事業拡大を図ってまいります。 

    

   ②製品戦略について 

 当社の製品については、これまでも市場ニーズに応じ様々な製品・サービスを提供してまいりま

した。今後も CAP を通じたパートナーとの連携等により市場ニーズを的確に捉えた製品開発を行
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ってまいります。その中で、より効率的な開発・販売活動を展開するために、ユーザーからの引き

合いの強い製品に絞って当社の経営資源を集中投入し、収益力の向上を図ってまいります。 

    

      ③収益管理対策について 

当社ではこれまで 2 期にわたり営業損失を計上し、販売目標達成の責任明確化、特に大型ライセ

ンス契約案件の進捗管理、また各プロジェクトに対応したコスト管理に関して徹底を図ることが急

務と認識しております。そのため、本年 4 月 1 日付ならびに 10 月 1 日付にて収益管理の権限と責

任を明確化するための機構改革を行っております。 

また、前期までに市場投入した新製品や新サービスの収益が、当期より業績に寄与することから、

経営資源をより効率的に活用し一層の収益拡大を図るべく新組織を運営してまいります。 

 

④当社の研究開発について 

近年における情報セキュリティ業界の技術変化及び従来技術の陳腐化は急速であることから、当

社技術及びそれを用いた製品等のライフサイクルが短期化する可能性は否定できないものと認識し

ており、次世代技術への対応も進めております。 

また、新たな技術の研究開発においては、情報セキュリティ全般における知識を確保することが

必須であると考えており、当社は、そのような知識を確保するための学会・研究会等の活動にも積

極的に参加していく方針であります。 

 

⑤当社の知的所有権に係る方針について 

  当社は、独自自社開発技術に関して特許を出願しており、今後においても新規の製品及びサービ

スを開発した際には、独自技術について特許等の工業所有権等を取得することにより知的所有権等

の防衛を図る方針であります。知的所有権の重要性は今後一層高まるものと認識しており、法務担

当のスキルアップ及び専門家等との連携強化を図る方針であります。 

 

⑥人材の確保及び育成について 

当社は、事業の拡大に応じて優秀な人材を適時に確保し、育成していくことが重要であると考え

ております。しかしながら、情報セキュリティ業界における技術革新の進捗に応じた当社の新技術

及び新製品が市場に進出するスピードが、当社の想定を上回る速さで展開していくことも考えられ

ます。また、情報セキュリティ業界においては、当社事業に必要とする専門的知識、技術及び資格

等をもつ人材に対する需要は高く、当社において必要な人員拡充が計画どおり進まない、又は想定

以上のコストが生じる等の可能性があります。このような状況が生じた場合の対応策として、現在

当社では人事制度の抜本的見直しを実施しております。また、人材の確保は当社の重点課題として

捉え積極的に人材の募集を進めてまいります。 

 

（7）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

（コーポレート･ガバナンスに関する基本的考え方） 

経営の透明性やコーポレート・ガバナンスが有効に機能することが求められる中で、当社は、経営
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環境変化に迅速に対応できる組織体制と株主重視の公正な経営システムを構築し維持していくことが

重要な課題であると考えております。 

 

（コーポレート･ガバナンスに関する施策の実施の状況） 

① 会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート･ガバナンス体

制の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

                

 

 

 

 

・ 取締役会 

取締役会は 7 名の取締役で構成され、月 1 回の定時取締役会開催に加え、重要案件が生じたときに

は、臨時取締役会をその都度開催しております。また、監査役 3 名も出席し、取締役の職務の執行

を監督しております。付議内容は、月次の業績及び取締役会規程に定められた経営判断事項であり、

迅速に決議できる体制を整えております。 

・ 監査役会、監査役監査及び会計監査 

当社の監査役は 3 名（内社外監査役 2 名）で構成されており、月 1 回監査役会を開催しコーポレー

ト・ガバナンスの実効性を確保するように努めております。また各監査役は、取締役会のみならず

重要な会議に出席して、取締役の職務執行を監督できる体制になっております。 

なお、当社では、現在の規模、人員構成では社外取締役を複数名置いて、経営と業務執行を分離す

る委員会制度の採用は時期尚早であり、実態的にも監査役制度をガバナンスの軸とする従来型の経

営形態が当社にふさわしいと判断し、監査役制度を採用しております。 

会計監査につきましては、商法及び証券取引法の規定に基づき、財務諸表について前期よりあずさ

監査法人により監査を受けております。業務を執行した公認会計士は指定社員潮来克士氏及び指定

社員浅岡伸生氏であります。監査役とあずさ監査法人は、年 2 回の定期的な会合のほか、必要に応

じて臨時に会合を持ち監査計画やその他監査業務に関する情報提供等の連絡をとり緊密な連携体制

を築いております。 

・ 内部監査制度 

当社では、会社の業務及び財産の実態を監査し、経営の合理化、能率の向上及び資産の保全に資す

株主総会 

監査役会 
監査役（3名） 

社外監査役 
（2名） 

選任・解任 選任・解任 

業務監査 
会計監査 

取締役会        
   取締役（7名） 

代表取締役社長 

内部監査 
経営企画室 

選任・監督 会
計
監
査
人 

会
計
監
査 

選任・解任 

任命 報告 
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ることを目的として、各ライン組織から独立した社長直轄の部署である経営企画室により、内部監

査を実施しております。また、必要に応じ監査役との会合を持ち緊密な連携体制を築いております。 

・ コンプライアンスおよびリスク管理体制 

コンプライアンスについては、顧問弁護士等社外専門家と密接な関係を保ち、経営に法的な統制が

働く仕組みを構築しております。 

リスク管理体制については、事業継続計画を策定し、災害や重大なセキュリティ事故等による損害

を最小限にとどめ、かつ早期に復旧させるため迅速で確実な行動をとるべく対策を講じております。 

また、当社は、情報セキュリティを事業としており、投資家や顧客等の利害関係者をはじめとして

社会からの信頼を得るために、情報セキュリティマネジメントシステム(ISMS)の確立が重要である

との認識のもと、情報セキュリティマネジメントシステムの英国基準 BS7799 及び財団法人日本情

報処理開発協会(JIPDEC)基準「ISMS 適合性評価制度」の認証を全社で取得し、情報セキュリティ

上のリスク管理を行っております。 

 
② 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係       

の概要 

社外取締役は選任しておりません。社外監査役の森啓一氏及び太田實氏は、当社の株式を保有し

ておりますが、取引関係、利害関係はありません。 

 

③ 会社のコーポレート･ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 

当社では、内部統制がますます重要視されている情勢に鑑み、代表取締役社長直轄の経営企画室

に内部監査機能を担当させ、年 2 回の定例内部監査を実施いたしました。同部門は、業務活動全

般に関して、その妥当性や会社資源の活用状況、法律・法令・社内諸規程の遵守状況についての

監査業務を遂行しております。また、管理本部業務管理部法務課を設置し、法律事務所との窓口

及び法令遵守のための業務を行っております。 

 

（8）親会社等に関する事項 

①  親会社等の商号等（平成 17 年 9 月 30 日現在） 
親会社等 属性 親会社等の議決

権所有割合（％） 

親会社等が発行する株券が上

場されている証券取引所等 

株式会社フォーカス

システムズ 

上場会社が他の会

社の関連会社であ

る場合における当

該他の会社 

33.86% ジャスダック証券取引所 

 

  ②  親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付けその他の上場会社と親会社等との関係 

   株式会社フォーカスシステムズは当社にとってその他の関係会社に該当し、平成 17 年 9 月 30 日現

在の当社の総株主の議決権に対する所有割合は 33.86％となっております。当社は、株式会社フォー

カスシステムズに対して「C4」暗号技術等の供与によるライセンスの許諾、セキュリティ製品の販売

及びセキュリティに関する受託開発を行っております。その一方で株式会社フォーカスシステムズに

対して、保守メンテナンス業務等の外注を行っております。 
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      株式会社フォーカスシステムズは、通信制御分野や官公庁分野に強みを持っており、当社が「C4」

暗号技術やセキュリティ製品の同分野への市場浸透を図るためのパートナーの 1 社となっております。 

 独立性の確保に関しましては、当社と同社間で双方の取締役・監査役の兼任はなく、また、上記の

取引につきましても、一般市場取引と同様の条件により行っており、事業活動や経営判断においての

独立性は確保されております。 

 

  ③ 親会社等との取引に関する事項 

   当社と株式会社フォーカスシステムズとの間には、当社製品の販売、セキュリティ製品仕入及び保

守メンテナンス業務等の外注等の取引があります。 

 

（9）その他会社の経営上の重要な事項 

   特記すべき事項はありません。 

 

 
３．経営成績及び財政状態 
（1）経営成績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、情報化関連の在庫調整が進捗し、個人消費も堅調に推

移したこと等から企業収益は総じて改善傾向が見られ、また、東京株式市場では過去最高の出来高を

記録する等、景気は着実に回復基調を辿りました。海外では、拡大を続けてきた米国や中国経済の先

行きに、高水準で推移する原油価格の影響等による不透明感も残りました。 

当社グループの属する情報セキュリティ業界におきましては、本年４月の個人情報保護法の全面施

行も契機となり、官民のあらゆる分野で情報保護対策への本格的な取り組みが始まりました。 

このような状況の中で、当社グループといたしましては、C4暗号技術等を普及させるための基本戦

略である「アライアンスパートナー戦略」及び「製品ラインアップ拡充戦略」を引き続き展開すると

ともに、これらの基本戦略をさらに推し進め、資本投入によるグループ機能の強化や新分野における

アライアンスパートナーの開拓、また、有力製品への経営資源の集中や情報セキュリティ・コンサル

ティング・サービスの強化といった諸施策に着手しております。そうした中で、前期に投入した製品

やサービスが徐々にマーケットに浸透するとともに、暗号技術業界のパイオニアとして知られる豪州

Eracom Technologies社との販売代理店契約の締結や、CD-R/DVD-R書き込み機器事業を展開する米

国リマージュ社の日本法人へのセキュリティ分野での技術提携、株式会社デジタルデザインのデータ

通信高速化ミドルウェアの共同開発着手等、情報セキュリティ分野における各種協業も進めました。 

なお、昨年 10 月にマーケティング機能強化を目的として設立した株式会社セーフリード（出資比率

100%）の重要性が増したことから、当社は当期より同社を連結子会社とした連結決算を行っておりま

す。また、持分法適用関連会社は、株式会社カネット(注)及びネクスト・イット株式会社の 2 社であり

ます。 

これらの結果、ライセンス収入や情報セキュリティ・コンサルティング・サービスの売上が伸長す

る等、新施策の効果が現れ、当中間連結会計期間におきましては、当初の見込みを上回り、連結売上

高は 691,668 千円となりました。 

これまでに進めたソフトウェア開発関連の償却費等の負担もあり、連結営業損失は 46,070 千円、連

33



  

結経常損失は 61,044 千円、連結中間純損失は 62,403 千円を計上いたしましたが、損失額は当初見込

みよりも改善しております。 

なお、当中間連結会計期間は連結初年度であるため、前年同期との比較は記載しておりませんが、

個別財務諸表数値につきましても、ライセンス収入や情報セキュリティ・コンサルティング・サービ

スが順調に推移したため売上高は増加し、当中間連結会計期間の売上高は 661,404 千円（前年同期比

26.1%増）と中間会計期間としては過去最高の売上高となり、売上総利益も前年同期比 122.9%増の

308,360 千円となりました。しかしながら、事業強化に向けたソフトウェア開発関連の償却費や人員

強化等の負担もあり、販売費及び一般管理費を全て吸収するまでには至らず、営業損失は 22,214 千円

(前年同期営業損失 183,974 千円)、経常損失は 14,176 千円(前年同期経常損失 227,461 千円)、中間純

損失は 15,423 千円(前年同期純損失 231,718 千円）を計上いたしました。業績全体としては、損失額

は前年同期に比べ大幅に改善し、通期での黒字化へ向けて着実に前進することができました。 

 

（注）これまで当社の持分法適用関連会社でありました株式会社カネットにつきましては、当社で

保有しておりました同社株式を平成 17 年 10 月 12 日に全株売却しております。 

 
（2）財政状態 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、3,050,220千円とな

りました。なお、当中間連結会計期間は、連結初年度であるため、前年同期との比較は記載しており

ませんが、前期に連結決算を行ったものとして計算した期首残高に比べると、2,625,589千円の増加と

なります。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローは、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果使用した資金は、136,157千円となりました。これは、税引前当期純損失の計上に加

え、売上債権の増加等があったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、110,846千円となりました。これは、主にソフトウェアの取得    

及び貸付金が増加したことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果得られた資金は、2,872,593千円となりました。これは、主に転換社債型新株予約権

付社債の発行による収入があったことによるものであります。 
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当社グループのキャッシュ・フロー指標は以下のとおりであります。 

 

 
平成17年9月 

中間期 

株 主 資 本 比 率 28.6％ 
時 価 ベ ー ス の 

株 主 資 本 比 率 215.1％ 

債 務 償 還 年 数 －年 

インタレスト・カバレッジ・レシオ －倍 

（注）株主資本比率              ：株主資本／総資産 

時価ベースの株主資本比率    ：株式時価総額／総資産 

債務償還年数              ：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

1. 株式時価総額は、中間期末株価終値×中間期末発行済株式総数により算出しております。 

2. 有利子負債は、中間連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全て

の負債を対象としております。 

3. 営業キャッシュ・フロー及び利払いは、中間連結キャッシュ・フロー計算書に計上されてい

る「営業活動によるキャッシュ・フロー」及び「利息の支払額」を使用しております。 

4. 平成17年9月中間期末における債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・レシオは、営

業キャッシュ・フローがマイナスのため記載しておりません。 

5. 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。なお、当社は当中間期

より中間連結財務諸表を作成しており、前期まで連結財務諸表を作成していないため、前期

までの推移については記載しておりません。 

 

（3）事業等のリスク 

①アライアンスパートナーを通じた販売活動について 

当社は、他企業とのアライアンスを積極的に進めることにより、コンピュータ・ネットワーク化が

進む現状において、多様な業界で事業を展開し技術ノウハウ及び顧客等を有する複数の企業と提携し、

各業界におけるニーズを汲み取り、従来取扱いが複雑とされていたセキュリティ製品又はサービスを

共同で開発し提供することが可能になるとともに、情報セキュリティに係る新たな需要を喚起するこ

とによる事業拡大も図れるものと考えております。また、これにより当社においては営業活動の効率

化が図れるため、研究開発部門への経営資源の集中が可能となるものと考えております。 

 当社は、今後においても、アライアンスパートナー戦略の積極的な推進を図り事業拡大に結び付け

ていく方針であり、アライアンスパートナーの選定については、各相手先企業の事業特性等を考慮し

つつ行っていく方針であります。今後におきましてもアライアンスパートナーのフォローアップは緊

密に行ってまいりますが、進行しているプロジェクトごとの進捗状況全てを当社でコントロールする

ことはできないため、当社の販売計画に変更が生じる可能性があります。 
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②新技術・製品の開発について 

新たな技術の研究開発においては、暗号アルゴリズムに関する知識だけでなく、情報セキュリティ

全般における知識を確保することが必須であると考えており、当社は、そのような知識を確保するた

めの社内教育体制の整備にも重点を置いております。しかし、情報セキュリティ業界の急速な技術変

化により当社技術の陳腐化が生じた場合、当社事業において次世代技術への円滑な移行が困難となる

場合、又は、何らかの要因により当社における技術変化への対応が困難となった場合においては、当

社の事業展開及び業績等に重大な影響が生じる可能性があります。 

 

③知的所有権について 

現在申請中もしくは今後申請する特許等について、第三者が特許を取得した場合又は当社が認識し

ない特許が既に成立している場合、当該第三者より使用差止及び損害賠償等の訴えを起こされる可能

性ならびに当該特許使用にかかる対価等の支払い等が発生する可能性があり、これらの場合、当社業

績に悪影響を与える可能性があります。 
また、一般的にソフトウェアプログラムの技術に係わる知的所有権等については、権利の範囲が必

ずしも明確であるとはいえず、工業所有権等を取得している場合においても、これらの強力な保護が

得られない可能性があります。 

なお、当社においては、今後知的所有権の重要性が一層高まるものと認識しており、法務担当の人

員拡充ならびにスキルアップ、さらに専門家等との連携強化を図る方針でありますが、十分な対応が

図れない場合には、当社の事業戦略及び業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

 

④製品の不具合等について 

当社の製品等において誤作動・不具合等が生じた場合には、当該原因が当社に責任のある要因によ

るものであった場合については、損害賠償責任の発生やアライアンス企業等及びエンドユーザーの当

社に対する信頼喪失により、当社事業は悪影響を受ける可能性があります。 

 

⑤人材の確保及び育成について 

当社は、事業の拡大に応じて優秀な人材を適時に確保し、育成していくことが重要であると考えて

おります。しかしながら、情報セキュリティ業界における技術革新の進捗に応じた当社の新技術及び

新製品が市場に進出するスピードが、当社の想定を上回る速さで展開していくことも考えられます。

また、情報セキュリティ業界においては、当社事業に必要とする専門的知識、技術及び資格等をもつ

人材に対する需要は高く、当社において必要な人員拡充が計画どおり進まない、又は想定以上のコス

トが生じる等の可能性があります。このような状況が生じた場合においては、当社の事業展開及び業

績等に重要な影響を及ぼす可能性があります。 
 
（4）通期の見通し（平成 17 年 4 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日） 

今後のわが国経済におきましては、景気は回復基調が続くものと思われます。情報セキュリティ業

界におきましては、金融や医療、インターネット・ビジネスを手がける事業者、官公庁等を中心に、

専門的な情報保護ソリューションが今後も求められていくものと考えられます。 

このような経営環境のもと、当社グループは、電子決済や医療、あるいはデジタル・アーカイブ等、
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情報セキュリティの旺盛な需要を持つ分野をターゲットとして、基本戦略である「アライアンスパー

トナー戦略」及び「製品ラインアップ拡充戦略」と、これをさらに進めた新施策に注力し、アライア

ンスパートナーとの連携強化、販売チャネルの拡大、市場ニーズに合致した製品・サービスの提供力

の増強により、早期の黒字化を目指してまいります。こうした取り組みの中で、情報漏えい対策アプ

リケーション「CRYPTY（クリプティ）」シリーズの第 4 弾として、当社のコアテクノロジーのひとつ

である秘密分散技術を搭載した「CRYPTY S」の市場投入を既に行っております。 

以上により、通期の連結業績は、売上高 1,525 百万円、経常利益 0 百万円、当期純利益 0 百万円を

見込んでおります。 

個別の業績見通しにつきましては、売上高 1,450 百万円（前期比 51.6%増）、経常利益 50 百万円、

当期純利益 50 百万円と、黒字化を見込んでおります。 

また、当社は、本年 9 月に、SBI ホールディングス株式会社及び同社グループ 2 社の計 3 社に対し

て総額 30 億円の転換社債型新株予約権付社債を発行するとともに、SBI ホールディングス株式会社と

今後の戦略的業務提携の検討に関して基本合意しております。同社グループ各社との提携による成果

につきましては、投資判断に影響を与えると判断した場合に適時開示してまいります。 

 

なお、大型のライセンス供与案件については、業績の変動に与える影響が大きいため、業績予想に

織り込まない方針を採っております。契約が成約に至った場合または成約が確実に見込めると判断し

た場合であって、かつ当該契約の成約による金額または複数の契約の成約の合計金額による業績の変

動幅が、投資判断に影響を与えると判断した場合には、迅速に業績予想の修正として公表してまいり

ます。 
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４．中間連結財務諸表等 
（1）中間連結貸借対照表 

                                     

  
当中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金   3,075,220  

２ 売掛金   598,981  

３ たな卸資産   76,161  

４ その他   126,724  

流動資産合計   3,877,089  74.3 

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産 ※1  52,953  

２ 無形固定資産     

(1) ソフトウェア   993,820  

(2) その他   332  

無形固定資産合計   994,153  

３ 投資その他の資産   297,450   

固定資産合計   1,344,556 25.7 

資産合計   5,221,646 100.0 
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当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

１ 買掛金   138,687  

２ 短期借入金 ※2  41,669  

３ １年以内返済長期借入金   84,437  

４ １年以内償還社債   40,000  

５ 賞与引当金   10,290  

６ その他   83,123  

流動負債合計   398,206 7.6 

Ⅱ 固定負債     

１ 社債   280,000  

２ 転換社債型新株予約権付
社債 

  3,000,000  

３ 長期借入金   52,200  

固定負債合計   3,332,200 63.8 

負債合計    3,730,406 71.4 

     

（少数株主持分）     

少数株主持分   － － 

     

(資本の部)     

Ⅰ 資本金   1,299,417 24.9 

Ⅱ 資本剰余金   1,014,912 19.5 

Ⅲ 利益剰余金   △822,559 △15.8 

Ⅳ 自己株式   △530 △0.0 

資本合計   1,491,239 28.6 

負債、少数株主持分及び 
資本合計 

  5,221,646 100.0 
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（2）中間連結損益計算書 

 

  

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

区分 
注記

番号 
金額（千円） 

百分比 

(％) 

Ⅰ 売上高   691,668 100.0 

Ⅱ 売上原価   323,501 46.8 

売上総利益   368,166 53.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理費     

 １ 役員報酬  53,201   

 ２ 給与手当  131,120   

 ３ 減価償却費  41,388   

 ４ 賞与引当金繰入額  6,682   

 ５ その他  181,843 414,236 59.9 

営業損失   46,070 △6.7 

Ⅳ 営業外収益     

 １ 受取利息  1,325   

 ２ 有価証券売却益  14,509   

 ３ その他  374 16,208 2.4 

Ⅴ 営業外費用     

 １ 支払利息  4,192   

 ２ 持分法による投資損失  22,837   

 ３ その他  4,154 31,183 4.5 

経常損失   61,044 △8.8 

税金等調整前中間純損失   61,044 △8.8 

法人税、住民税及び事業税  1,358   

法人税等調整額  － 1,358 0.2 

中間純損失   62,403 △9.0 
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（３）中間連結剰余金計算書 
 

  
当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

  至 平成17年９月30日) 

区分 
注記

番号 
金額（千円） 

（資本剰余金の部）    

Ⅰ 資本剰余金期首残高   1,014,162 

Ⅱ 資本剰余金増加高    

１ 新株予約権の行使による新株の発行  750 750 

Ⅲ 資本剰余金中間期末残高   1,014,912 

    

（利益剰余金の部）    

Ⅰ 利益剰余金期首残高   △718,213 

Ⅱ 利益剰余金減少高    

１ 中間純損失 62,403 

２  連結子会社増加による 

利益剰余金減少高 
4,917 

３  持分法適用会社増加による 

利益剰余金減少高 
37,024 104,345 

Ⅲ 利益剰余金中間期末残高   △822,559 
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（４）中間連結キャッシュ・フロー計算書 
                                      

  

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

 １ 税金等調整前中間純損失  △61,044 

 ２ 減価償却費  199,737 

 ３ 賞与引当金の増加額  1,650 

 ４ 受取利息  △1,325 

 ５ 支払利息  4,192 

 ６ 持分法による投資損失  22,837 

 ７ 有価証券売却益  △14,509 

 ８ 売上債権の増加額  △414,084 

 ９ たな卸資産の増加額  △15,878 

 10 仕入債務の増加額  76,155 

 11 未収入金の減少  20,213 

 12 未払金の増加  28,529 

 13 その他  23,410 

    小計  △130,117 

 14 利息の受取額  925 

 15 利息の支払額  △4,062 

 16 法人税等の支払額  △2,903 

   営業活動によるキャッシュ・フロー  △136,157 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

１ 投資有価証券の売却による収入  24,509 

２ 有形固定資産取得による支出  △10,977 

 ３ 無形固定資産取得による支出  △161,160 

 ４ 定期預金の解約による収入  140,000 

  ５ 貸付による支出  △164,022 

 ６ 貸付金の回収による収入  64,824 

 ７ 保証金の差入れによる支出  △4,020 

   投資活動によるキャッシュ・フロー  △110,846 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

１ 短期借入金の純減少額  △49,998 

 ２ 長期借入金の返済による支出  △57,466 

  ３ 転換社債型新株予約権付社債の発行による収入  2,999,009 

  ４ 社債の償還による支出  △20,000 

 ５ 株式発行による収入  1,500 

 ６ 自己株式の取得による支出  △452 

   財務活動によるキャッシュ・フロー  2,872,593 
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当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日) 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額  2,625,589 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  421,918 

Ⅵ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額  2,712 

Ⅶ  現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 3,050,220 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

  至 平成17年９月30日) 

1 連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数 １社  

連結子会社名 

㈱セーフリード 

従来、非連結子会社であった㈱セ

ーフリードは、重要性が増したこと

により、当中間連結会計期間より連

結の範囲に含めております。 

なお、非連結子会社はありません。 

２ 持分法の適用に関する事項 (1) 持分法を適用した関連会社の数 

２社 

(2) 持分法適用の関連会社の名称 

   ㈱カネット 

   ネクスト・イット㈱ 

従来、関連会社であったメディカ

ル・データ・ビジョン㈱は、前期中

において持分比率減少により関連会

社ではなくなったため、当中間連結

会計期間より持分法適用の範囲から

除外しております。 

なお、持分法を適用しない非連結

子会社及び関連会社はありません。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関す

る事項 

連結子会社の中間決算日は、中間連

結決算日と一致しております。 

４ 会計処理基準に関する事項  

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方       

法 

 

①有価証券 

ａその他有価証券 

  時価のあるもの 

    中間連結決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）を採用

しております。 

  時価のないもの 

    移動平均法による原価法を採用

しております。 

 ②デリバティブ 

時価法を採用しております。 

 ③たな卸資産 

ａ製品 

先入先出法による原価法を採用

しております。 

ｂ仕掛品 

個別法による原価法を採用して

おります。 

 ｃ貯蔵品 

最終仕入原価法を採用しており

ます。 
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項目 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

  至 平成17年９月30日) 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

①有形固定資産 

定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

です。 

建物     ８～18年 

工具器具備品 ２～15年 

 ②無形固定資産 

ａ市場販売目的のソフトウェア 

販売見込期間（３年）による定額

法を採用しております。 

ｂ自社利用目的のソフトウェア 

社内における見込利用可能期間

（５年）による定額法を採用してお

ります。 

ｃ著作権 

社内における見込利用可能期間

（５年）による定額法を採用してお

ります。 

 ③長期前払費用 

定額法を採用しております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 ①貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

なお、当中間連結会計期間において

計上額はありません。 

 ②賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充てるため、

賞与支給見込額のうち当中間連結会計

期間負担額を計上しております。 

(4) 重要なヘッジ会計の方法 ①へッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。なお、特例処理の要件を満たす金

利スワップについては、特例処理を採

用しております。 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段・・・金利スワップ 

ヘッジ対象・・・借入金利息 

 ③ヘッジ方針 

  金利変動リスクのヘッジ、資金調達

コストの低減等を目的として金利スワ

ップ取引を利用することとしており、

投機的な取引は行わない方針でありま

す。 

 ④ヘッジの有効性評価の方法 

  特例処理の要件を満たす金利スワッ

プについては、ヘッジの有効性の判定

は省略しております。 
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項目 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

  至 平成17年９月30日) 

(5) その他中間連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

①消費税等の処理方法 

消費税等の会計処理は、税抜方式

によっております。 

５ 中間連結キャッシュ･フロー計算書
における資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期日又は償還日の到来す

る流動性の高い、容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない短期的な投資からなってお

ります。 

 
 
 
注記事項 
（中間連結貸借対照表関係） 

 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

  61,907千円  

※２ 運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行１行と当座貸越契約

を締結しております。 

   この契約に基づく当中間連結会

計期間末における当座貸越契約に

係る借入金未実行残高等は次のと

おりであります。 

当座貸越極度額  100,000千円  

借入実行残高    41,669千円  

差引額       58,331千円  

 
 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成17年９月30日) 

※  現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

(平成17年９月30日現在) 

現金及び預金勘定 3,075,220千円 

預入れ期間が３ヵ月 

を超える定期預金 
△25,000千円 

現金及び現金同等物 3,050,220千円 
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（リース取引関係） 

 

当中間連結会計期間末（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

該当事項はありません。 

 

 

（有価証券関係） 

 

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

１ 時価評価されていない主な有価証券 

区分 
中間連結貸借対照表 

計上額（千円） 

(1) その他有価証券  

 ①非上場株式 136,440 

合計 136,440 

 

 

（デリバティブ取引関係） 

 

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いております。 
 
 
（セグメント情報） 

 

１ 事業の種類別セグメント情報 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

   当社及び連結子会社の事業は、情報セキュリティ業ならびにこれらの付帯業務の単一事業であります。従いまして、

開示対象となるセグメントはありませんので、記載を省略しております。 

 

２ 所在地別セグメント情報 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 在外子会社及び重要な在外支店がないため、記載を省略しております。 

 

３ 海外売上高 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）においては、海外売上がないため、該当事項は

ありません。 
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（１株当たり情報） 

 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

１株当たり純資産額 26,294円96銭 

１株当たり中間純損失 1,100円59銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益

については、１株当たり中間純損失であるため、

記載しておりません。 

（注）１株当たり中間純損失及び潜在株式調整後１株当たり中間純利益の算定上の基礎 

項目 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成17年９月30日) 

中間連結損益計算書上の中間純損

失（千円） 
62,403 

普通株式に係る中間純損失（千円） 62,403 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 

普通株式の期中平均株式数（株） 56,700 

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間純利益の

算定に含まれなかった潜在株式の

概要 

新株予約権（新株予約権の数 880

個）及び合併により承継した新株引

受権（新株引受権の数 6.9 個） 

 

 

（重要な後発事象） 
 

当中間連結会計期間（自 平成 17 年４月１日 至 平成 17 年９月 30 日） 
該当事項はありません。 
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５.生産、受注及び販売の状況 
(1) 生産実績 

当社の事業内容は、主として「C４」シリーズの開発、販売及びライセンスの供与等となっており、生産実績につい

ては記載しておりません。 

 
(2) 受注実績 

（単位：千円） 

 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

  至 平成17年９月30日) 

受注高 受注残高 

受託開発 13,720 ― 

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 
(3) 販売実績 

（単位：千円） 

品目別 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

  至 平成17年９月30日) 

情報セキュリティ事業  

セキュリティ製品販売 309,940 

ライセンス収入 294,128 

受託開発 16,720 

その他 70,879 

合計 691,668 

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりで

あります。 

相手先 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

  至 平成17年９月30日) 

販売高(千円) 割合(％) 

富士電機ＩＴソリューション

株式会社 
125,946 18.2 

株式会社インテリジェントウ

ェイブ 
95,830 13.9 

株式会社デジタルテクノロジ

ー 
80,000 11.6 

(注)上記の金額には、消費税等は含まれておりません 
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